












2 漁場生産力の向上
漁協 及び漁業者は、サワラを始めとした 水産動物の定着・繁殖のた
め、藻類増殖などの漁場造成により、水産資源の安定・増大を図る。

3 漁業就業者の確保、育成
漁協は、漁業就業者不足や高齢化に対応するため、熊本県及び天草
市と連携し、漁業研修制度等の活用により、意欲ある 新規漁業就業
者の確保育成に努める。

漁業コスト削 以下の取組みを行い基準年度から漁業経費を0. 43%削減する。
減のための取 1 燃油高騰対策
組 漁協は、漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業の加入を促進し、燃

油高騰時に備える。
2 省燃油活動の推進

①全漁船が船底清掃等を定期的に実施し、燃油消費量の削減を図る。
②全漁船が減速航行を実施し、燃油消費量の削減を図る。

活用する支援 ・漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業（国）
措置等 ・漁村における「うみ・ひと・しごと」づくり推進事業（県）

•水産多面的機能発揮対策事業（国）
•水産基盤整備交付金事業（県・市）

・漁業人材育成総合支援事業（国）
•新規就業者確保定着推進事業（県）
•新規漁業就業者支援事業（市）

(4)関連機関との連携
上記取組みの効果が十分発現されるよう、熊本県が策定した熊本県水産基本構想との

整合を図るとともに、県内外の流通・販売業者等との会合頻度を高め連携を強くする。

4 目標
(1)数値目標

漁業所得の向上10%以上 尺基準年 平成28年度：平均漁業所得 　

1 一
目標年 平成34年度：平均漁業所得    　　　　　円

(2)上記の算出方法及びその妥当性
基準年漁業所得は、平成28年の組合員漁業収入、農林水産統計の漁業所得率を用いて

算出した金額である。






